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　長年、市町村保健師として母子保健活動に携わった経験を基に、子
育て世代包括支援センターの保健師の役割について、事例を含めてお
話しいただきました。
　「子育て世代包括支援センター」は、保健師・助産師が妊娠期から子
育て期までの切れ目ない支援を行うワンストップの相談窓口です。児童
虐待の発生予防のために設置が法定化され、母子保健施策において
も虐待の発生予防の推進が明確化されました。
　講演では最初に、ハイリスク者把握の重要性と難しさとして「支援が
必要と思われる若年妊婦等は、本人に自覚がなかったり、支援者がいな
かったりすることが多い」という話がありました。退院前の会議の開催、産
婦人科医と助産師との連絡票や判断基準などの共通ツールの作成、
産科と顔の見える連携体制作りが重要と学びました。また、産後ケア事
業を利用した親子関係に葛藤を抱える事例への支援では、精神科や小
児科医師の介入、スーパーバイズなど連携支援体制の必要性を学びま
した。そして母親に寄り添い支援するための母子保健推進員が紹介さ
れ、地域全体で子育てを支援できるような地域づくりが必要であることを
再認識しました。
　次に、「赤ちゃん側の育てにくさには様 な々問題が隠れている。何が問
題なのか専門的な立場で見極め具体的な方法を伝える必要がある」と

お話しされ、困り感に寄り添い小さなことでも手を添える支援、利用者目
線で家族が子育ての力をつけられる支援の重要性が伝えられました。
　最後に「児童虐待の発生予防は難しいからこそ、顔が見える関係で
共感の輪を広げ連携することが必要」と締めくくられました。事例と向き
合い、先を見通しながら、行政の強みを生かし、関係者と連携し丁寧に関
わることの大切さを痛感しました。

令和3年度合同職能集会 保健師職能委員会

オンデマンド配信

ハイブリッド開催

はじめに
長期化している新型コロナウイルス感染症対策の最前線で、多くの看護職の皆さまが日々活動していることに、こころから感謝と敬意を申し上
げます。保健師職能委員会は、毎月委員会を開催し、日本看護協会、福岡県看護協会の動向や各職場の課題等について意見交換をしながら
情報を共有し、活動に取り組んできました。新型コロナウイルスの感染拡大により、委員会の一部はWeb開催となり、計画していた研修会や交
流会も次年度に延期となりました。その中で、11月に地域包括ケアシステムをテーマとした研修会及び、2月に第1回の合同職能委員会を開催
することができたので報告させていただきます。

委員長　石井 靖子

令和3年度合同職能委員会

　子どもの7人に1人が貧困状態にあると言われている中、なぜ貧困であることが問題なのか。逆境体験の
健康や発達への影響。不利の連鎖を止めるには。など、幼少時の逆境体験が将来の健康や次世代に影
響を及ぼす内容が考察されていました。 視聴者からは、「社会のひとりひとりが何らかの形で関わる必要性
があると思う。負の連鎖が少なくなるように、自分も出来ることを始めたい」「貧困と虐待の連鎖は、どこでそ
の連鎖を断ち切ることができるのか、看護職としてどのように関与し支援の輪を広げることができるのか考え
る課題を頂きました」と自分の課題に置き換えて考えられた貴重な意見もありました。今後も助産師職能委
員は、社会全体で子どもの健やかな成長を見守り、子育て世代の親を孤立させないよう支えていく地域づく
りを目指して発信していきたいと考えています。

　地域包括ケアシステムは高齢者のみならず、子育て世代や障がい者
を含むすべての住民を対象とした地域づくりの方策で、看護協会でも重
点課題として取り組んでいます。地域の特性や制度を十分把握し、地域
の人々や関係する多職種と協働しケア提供の仕組みを構築するために
は、つなぎ役・けん引役となる行政保健師の役割が重要です。
　そこで、今回の研修会は、高齢者や子育て支援の活動に先進的に
取り組んできた保健師の実践活動から、地域包括ケアシステム構築の
ポイントと保健師の役割を学び、さらに看護職間の連携の推進を図るこ
とを目的としました。
　参加者を保健師以外にも拡大したところ、看護師の方々の参加も多
く、関心の高さを感じました。また、講師の地域への思いが熱く語られ、看
護職間連携の重要性を再確認しました。

～子どもを救える社会へ～

　2025年問題や2040年問題を見据え、福岡県看護協会では、子どもから高齢者まで誰
もが住み慣れた地域で最期まで望む生活ができるように、地域で支える地域包括ケアシス
テム実現を重点事業として取り組んで参りました。その中で、関係者間の連携は強化されて
きましたが、看護職間の連携はまだ十分とは言えないのが現状であり、これは他の都道府県
でも同様の課題となっています。今後、地域で人々の健康と生活を支えていくためには、看
護職間の連携強化を推進していく必要があると考えています。
　そこで、まずは、職務を相互に理解し、看護職間の連携の現状を踏まえ、連携強化にどう
取り組んでいけばよいか考えることを目的に、第1回の合同職能委員会を開催しました。初め
に各職能の現状と課題、委員会活動の紹介を行った後、「看護職間の連携について」とい
うテーマで現状について意見交換を行いました。

　「退院時の調整をソーシャルワーカーがしているので、看護の情報が十分に伝わらない」と
の意見に、「組織として、ソーシャルワーカーと看護師が組み、それぞれの強みを生かした退
院支援をしている。また、意図的に退院支援の担当者が病棟にいる時間を確保するようにし
ている」という自施設の取り組みが紹介されました。また、処遇困難事例等、地域に返すとき
に「地域の誰に繋いだらいいのか、誰を中心に支援していけばよいのかがわからない」「地域
によって行政の取り組みに差がある」等の意見が出されました。また、「介護保険や生活の
場である施設のことをもっと知ってほしい。それを前提に情報提供してほしい」「施設や訪問
看護の現場に研修に来てほしい」等様々な声があがりました。助産師からは、実際に大学病
院とクリニックとが交流しているところもあると報告されました。

　今回は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、Web開催となりましたが、限られた時
間で、熱心に意見が出されました。先駆的な取り組みや、それぞれの現状や課題を知ることがで
き、有意義な時間となりました。
　この合同職能委員会を今後も継続していく必要があると出席者一同感じています。次回は、さら
にテーマを絞り、具体的な対策を検討し、看護職間の連携強化につながることを期待しています。

〈内容〉

地域包括ケア推進における看護職能間の連携強化に向けて

家庭に潜む闇 貧困と虐待の連鎖

今日から実践できる！地域包括ケアシステムにおける保健師の役割

「子育て世代包括支援センターにおける保健師の役割」講演Ⅰ

201名視聴者助産師職能委員会企画・運営

北里大学医学部公衆衛生学  可知 悠子氏講 師

35名（保健師 17名、看護師 8名、学生10名）受講者

令和3年11月13日(土)13:00～16:00日 程

あざかみこどもクリニック保健師 香月 眞美先生講 師

29名（役員4名、保健師職能委員8名、助産師職能委員5名、看護師職能Ⅰ委員6名、看護師職能Ⅱ委員6名）参加者

保健師職能委員会担 当令和４年２月19日(土)13:00～15:00日 程

2022_ 職能だより　P02_03



02 03

　長年、市町村保健師として母子保健活動に携わった経験を基に、子
育て世代包括支援センターの保健師の役割について、事例を含めてお
話しいただきました。
　「子育て世代包括支援センター」は、保健師・助産師が妊娠期から子
育て期までの切れ目ない支援を行うワンストップの相談窓口です。児童
虐待の発生予防のために設置が法定化され、母子保健施策において
も虐待の発生予防の推進が明確化されました。
　講演では最初に、ハイリスク者把握の重要性と難しさとして「支援が
必要と思われる若年妊婦等は、本人に自覚がなかったり、支援者がいな
かったりすることが多い」という話がありました。退院前の会議の開催、産
婦人科医と助産師との連絡票や判断基準などの共通ツールの作成、
産科と顔の見える連携体制作りが重要と学びました。また、産後ケア事
業を利用した親子関係に葛藤を抱える事例への支援では、精神科や小
児科医師の介入、スーパーバイズなど連携支援体制の必要性を学びま
した。そして母親に寄り添い支援するための母子保健推進員が紹介さ
れ、地域全体で子育てを支援できるような地域づくりが必要であることを
再認識しました。
　次に、「赤ちゃん側の育てにくさには様 な々問題が隠れている。何が問
題なのか専門的な立場で見極め具体的な方法を伝える必要がある」と

お話しされ、困り感に寄り添い小さなことでも手を添える支援、利用者目
線で家族が子育ての力をつけられる支援の重要性が伝えられました。
　最後に「児童虐待の発生予防は難しいからこそ、顔が見える関係で
共感の輪を広げ連携することが必要」と締めくくられました。事例と向き
合い、先を見通しながら、行政の強みを生かし、関係者と連携し丁寧に関
わることの大切さを痛感しました。

令和3年度合同職能集会 保健師職能委員会

オンデマンド配信

ハイブリッド開催

はじめに
長期化している新型コロナウイルス感染症対策の最前線で、多くの看護職の皆さまが日々活動していることに、こころから感謝と敬意を申し上
げます。保健師職能委員会は、毎月委員会を開催し、日本看護協会、福岡県看護協会の動向や各職場の課題等について意見交換をしながら
情報を共有し、活動に取り組んできました。新型コロナウイルスの感染拡大により、委員会の一部はWeb開催となり、計画していた研修会や交
流会も次年度に延期となりました。その中で、11月に地域包括ケアシステムをテーマとした研修会及び、2月に第1回の合同職能委員会を開催
することができたので報告させていただきます。

委員長　石井 靖子

令和3年度合同職能委員会

　子どもの7人に1人が貧困状態にあると言われている中、なぜ貧困であることが問題なのか。逆境体験の
健康や発達への影響。不利の連鎖を止めるには。など、幼少時の逆境体験が将来の健康や次世代に影
響を及ぼす内容が考察されていました。 視聴者からは、「社会のひとりひとりが何らかの形で関わる必要性
があると思う。負の連鎖が少なくなるように、自分も出来ることを始めたい」「貧困と虐待の連鎖は、どこでそ
の連鎖を断ち切ることができるのか、看護職としてどのように関与し支援の輪を広げることができるのか考え
る課題を頂きました」と自分の課題に置き換えて考えられた貴重な意見もありました。今後も助産師職能委
員は、社会全体で子どもの健やかな成長を見守り、子育て世代の親を孤立させないよう支えていく地域づく
りを目指して発信していきたいと考えています。

　地域包括ケアシステムは高齢者のみならず、子育て世代や障がい者
を含むすべての住民を対象とした地域づくりの方策で、看護協会でも重
点課題として取り組んでいます。地域の特性や制度を十分把握し、地域
の人々や関係する多職種と協働しケア提供の仕組みを構築するために
は、つなぎ役・けん引役となる行政保健師の役割が重要です。
　そこで、今回の研修会は、高齢者や子育て支援の活動に先進的に
取り組んできた保健師の実践活動から、地域包括ケアシステム構築の
ポイントと保健師の役割を学び、さらに看護職間の連携の推進を図るこ
とを目的としました。
　参加者を保健師以外にも拡大したところ、看護師の方々の参加も多
く、関心の高さを感じました。また、講師の地域への思いが熱く語られ、看
護職間連携の重要性を再確認しました。

～子どもを救える社会へ～

　2025年問題や2040年問題を見据え、福岡県看護協会では、子どもから高齢者まで誰
もが住み慣れた地域で最期まで望む生活ができるように、地域で支える地域包括ケアシス
テム実現を重点事業として取り組んで参りました。その中で、関係者間の連携は強化されて
きましたが、看護職間の連携はまだ十分とは言えないのが現状であり、これは他の都道府県
でも同様の課題となっています。今後、地域で人々の健康と生活を支えていくためには、看
護職間の連携強化を推進していく必要があると考えています。
　そこで、まずは、職務を相互に理解し、看護職間の連携の現状を踏まえ、連携強化にどう
取り組んでいけばよいか考えることを目的に、第1回の合同職能委員会を開催しました。初め
に各職能の現状と課題、委員会活動の紹介を行った後、「看護職間の連携について」とい
うテーマで現状について意見交換を行いました。

　「退院時の調整をソーシャルワーカーがしているので、看護の情報が十分に伝わらない」と
の意見に、「組織として、ソーシャルワーカーと看護師が組み、それぞれの強みを生かした退
院支援をしている。また、意図的に退院支援の担当者が病棟にいる時間を確保するようにし
ている」という自施設の取り組みが紹介されました。また、処遇困難事例等、地域に返すとき
に「地域の誰に繋いだらいいのか、誰を中心に支援していけばよいのかがわからない」「地域
によって行政の取り組みに差がある」等の意見が出されました。また、「介護保険や生活の
場である施設のことをもっと知ってほしい。それを前提に情報提供してほしい」「施設や訪問
看護の現場に研修に来てほしい」等様々な声があがりました。助産師からは、実際に大学病
院とクリニックとが交流しているところもあると報告されました。

　今回は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、Web開催となりましたが、限られた時
間で、熱心に意見が出されました。先駆的な取り組みや、それぞれの現状や課題を知ることがで
き、有意義な時間となりました。
　この合同職能委員会を今後も継続していく必要があると出席者一同感じています。次回は、さら
にテーマを絞り、具体的な対策を検討し、看護職間の連携強化につながることを期待しています。

〈内容〉

地域包括ケア推進における看護職能間の連携強化に向けて

家庭に潜む闇 貧困と虐待の連鎖

今日から実践できる！地域包括ケアシステムにおける保健師の役割

「子育て世代包括支援センターにおける保健師の役割」講演Ⅰ

201名視聴者助産師職能委員会企画・運営

北里大学医学部公衆衛生学  可知 悠子氏講 師

35名（保健師 17名、看護師 8名、学生10名）受講者

令和3年11月13日(土)13:00～16:00日 程

あざかみこどもクリニック保健師 香月 眞美先生講 師

29名（役員4名、保健師職能委員8名、助産師職能委員5名、看護師職能Ⅰ委員6名、看護師職能Ⅱ委員6名）参加者

保健師職能委員会担 当令和４年２月19日(土)13:00～15:00日 程

2022_ 職能だより　P02_03



04 05

令和3年度 保健師職能委員会
【委 員 長】
【副委員長】
【委　　員】

石井靖子（福岡県北筑後保健福祉環境事務所）
山下清香（福岡県立大学）
稲益布子（久留米市保健所）、賀村悦子（大野城市役所）、
山下珠美（個人会員）、原田めぐみ（北九州市八幡西区役所）、
宮本恵利花（福岡市立こども病院）、
近藤千穂（福岡市中央区保健福祉センター）、
花田美代子（福岡県田川保健福祉事務所）

　保健師は地域で暮らしている人からどう生きたいか、声を聴いて実現に
向けて活動していくことが重要です。そこで、個の課題を集団から地域へ
つなげるため、個の課題の共通点から地域の健康課題を導き出し、課題
解決に向けて取り組むポイントを、講演ⅠとⅡを踏まえお話しいただきました。
　「保健師は個からグループ、コミュニティの形成に向けて働きかける必要
があり、共感を得ないと一歩前に進まない。個の問題をつなげて面にして
山を動かす。事例の目標設定で大事にしなければいけないことは、目の前
の人が幸せになるために、看護の専門職としてアセスメントをすることだ」と
話され、「保健師の実践能力の構成は、［基盤となる能力］［生活する人の
理解と実践能力］［コミュニティの理解と支援能力］［地域看護管理能力］
が必要である」と締めくくられました。　

　地域ケアシステムの構築
も、一人ひとりの問題を丁寧
に把握し、それを地域の問題
として地域の人々や関係者
と共に取り組むことが重要で
あり、保健師にはその能力が
求められることを学びました。

　田川市地域包括支援センターの設置後、地域包括ケアシステムの構
築の取り組みについて、段階を追って具体的にお話いただきました。
　まず地域包括ケアシステム構築の基盤づくりとして、地域課題を解決し
暮らしやすい地域づくりに繋げることができる地域ケア会議設置の取組
みについて紹介いただきました。そして生活支援と介護予防を推進するた
めの見守りネットワークづくりやボランティア養成、「通いの場」づくり、みん
なで話し合う場「協議体」など、地域住民と連携・協働する活動、在宅医
療・介護連携推進のための他職種連携研修や退院時連携会議、ケア・
カフェ、在宅ケア座談会などの活動についてお話しいただきました。活動
の前には様 な々方法で地域の課題が明らかにされており、地域の多職種
や団体と共に課題把握に取り組むことで顔の見える関係をつくり、連携を
強化し、地域づくりへと繋げることの重要性と、現状を踏まえ戦略をたてて
取り組んでいくことが保健師の重要な役割であることを学びました。
　次に、公立病院が地域包括ケアシステムの構築に向けた役割を果たすた

め、「介護との連携強化」
「在宅医療の充実」「予
防医療の充実」を事業計
画に掲げ、保健師として
患者の入退院支援、医
療連携室の訪問看護師
と共同での施設看取り調
査、医療介護連携研修
会や市民公開講座の企画実施などに取り組んでいることが紹介されました。
　最後に病院でも「現状や調査結果を対話を通して見える化し、企画の段階
からみんなで対策を考え、一緒に取り組んでいくことが重要である。そのために
は、住民や専門職等と良い関係を築き、共に成長し、推進していくことが必要
であり、合意形成、協働が原動力だ」と締めくくられました。長年の活動で、培っ
てきたパワーを感じました。

　助産師職能委員会では、平成24年度より助産基礎教育からの継続
教育を行い、臨床助産能力を高め助産師の人材育成を行う目的で、新
人助産師研修を開催しています。令和2年度は新型コロナウイルス感
染症蔓延により研修を中止しましたが、令和3年度は試行錯誤して、す
べての研修をリアルタイム型オンライン研修に変更して、10回目の開催
ができました。
　この研修は新人助産師として必要な専門知識・技術の習得を高
め、他施設の助産師と交流を図り、助産師としてのモチベーションを高
めることを目標としています。助産師経験3年目以下の新人助産師を
対象に、3日間で57名が受講しました。
　令和4年度は経験豊富な助産師が講師となり、実際に手を添え分娩
介助の経験ができる集合研修を含む形式での開催を予定しています。

〈研修終了時アンケート〉

新人助産師研修

●助産師を続ける上では学習が必要だと思った　●改めて助産師という仕事のやりがいや素晴らしさを感じた
●悩みなどを共有することができた　●スキルアップへのモチベーションとなった

助産師職能委員会

開 催 日（令和3年度）

①CTG　②母体合併妊娠　③産科出血

①周産期のメンタルヘルスケア　②正常分娩の助産診断　③分娩介助の実際（演習）

①助産の起源　②助産倫理・哲学　

研修内容

【1日目】

【2日目】

【3日目】

7月24日（土）

8月7日（土）

8月22日（日）

〇母子保健について、事例をあげながら説明してくださり、子育て世代包括支援センターにおける妊娠期から子育て期までの切れ目の
　ない支援、支援の方法、どんな視点をもって対象者をみているのか、保健師の役割についての説明がとても理解しやすかった。
〇保健師という役割が持つ力、個から集団へ働きかける力の底知れないパワーを感じた。地域で暮らす人 と々一緒に地域を良くしていく、
　そのためには現状と課題を見える化し、住民参加型の仕組みを作っていく。また、それが継続、発展していくよう声掛けや助言を行って
　いくなど保健師は地域を変えていく力をもっていることを再認識できた。
〇どのように住民に関わりながら地域づくりを行っているのかわかりやすく、個への支援から地域支援へとつなげていることが理解できた。
〇どう住民や多職種にアプローチするかなどがイメージしやすく、目的を明確にし、全体で共通認識とすることの大切さや、多職種・住民を
　巻き込んだ取り組みの重要性を実感することができた。
〇保健師は住民の方々の希望や望み、様々な思いを見聞きしている職種であるということがとても印象的だった。
〇看護職としての心持や多職種との連携について学ぶことができた。

期待した内容だった
だいたい期待した内容だった

67％
33％

非常に満足した
満足した やや満足

47％
49％

4％

〈 アンケートの意見 〉

受講生の声

「地域住民や多職種との連携による地域包括ケアシステムの構築」講演Ⅱ

地域包括ケアシステムの構築に対する保健師に期待される役割講演Ⅲ

研修の内容について 研修の満足度

はじめに
助産師職能委員会では、1.安全安心な出産環境のための人材育成と体制整備の推進 2.子育て世代包括システムにおける看護機能の強化
に関する意見集約と課題発見の2項目を令和3年度の目標として研修会・交流会を計画しました。研修を企画した際、一部は集合教育で実施
する計画にしていましたが、新型コロナウイルス感染症の蔓延のためにすべて研修をオンライン研修として開催しました。新型コロナウイルス感
染症が拡大する中で妊産婦の感染も増加傾向です。妊娠期から育児環境まで切れ目のない支援を実施することがより必要とされています。多
職種と協働しながら連携を深めていきたいと思います。

委員長　石田 麗子

田川市立病院医療支援センター 副センター長 山口 のり子先生講 師

福岡県立大学 教授 尾形 由起子先生講 師
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令和3年度 保健師職能委員会
【委 員 長】
【副委員長】
【委　　員】

石井靖子（福岡県北筑後保健福祉環境事務所）
山下清香（福岡県立大学）
稲益布子（久留米市保健所）、賀村悦子（大野城市役所）、
山下珠美（個人会員）、原田めぐみ（北九州市八幡西区役所）、
宮本恵利花（福岡市立こども病院）、
近藤千穂（福岡市中央区保健福祉センター）、
花田美代子（福岡県田川保健福祉事務所）

　保健師は地域で暮らしている人からどう生きたいか、声を聴いて実現に
向けて活動していくことが重要です。そこで、個の課題を集団から地域へ
つなげるため、個の課題の共通点から地域の健康課題を導き出し、課題
解決に向けて取り組むポイントを、講演ⅠとⅡを踏まえお話しいただきました。
　「保健師は個からグループ、コミュニティの形成に向けて働きかける必要
があり、共感を得ないと一歩前に進まない。個の問題をつなげて面にして
山を動かす。事例の目標設定で大事にしなければいけないことは、目の前
の人が幸せになるために、看護の専門職としてアセスメントをすることだ」と
話され、「保健師の実践能力の構成は、［基盤となる能力］［生活する人の
理解と実践能力］［コミュニティの理解と支援能力］［地域看護管理能力］
が必要である」と締めくくられました。　

　地域ケアシステムの構築
も、一人ひとりの問題を丁寧
に把握し、それを地域の問題
として地域の人々や関係者
と共に取り組むことが重要で
あり、保健師にはその能力が
求められることを学びました。

　田川市地域包括支援センターの設置後、地域包括ケアシステムの構
築の取り組みについて、段階を追って具体的にお話いただきました。
　まず地域包括ケアシステム構築の基盤づくりとして、地域課題を解決し
暮らしやすい地域づくりに繋げることができる地域ケア会議設置の取組
みについて紹介いただきました。そして生活支援と介護予防を推進するた
めの見守りネットワークづくりやボランティア養成、「通いの場」づくり、みん
なで話し合う場「協議体」など、地域住民と連携・協働する活動、在宅医
療・介護連携推進のための他職種連携研修や退院時連携会議、ケア・
カフェ、在宅ケア座談会などの活動についてお話しいただきました。活動
の前には様 な々方法で地域の課題が明らかにされており、地域の多職種
や団体と共に課題把握に取り組むことで顔の見える関係をつくり、連携を
強化し、地域づくりへと繋げることの重要性と、現状を踏まえ戦略をたてて
取り組んでいくことが保健師の重要な役割であることを学びました。
　次に、公立病院が地域包括ケアシステムの構築に向けた役割を果たすた

め、「介護との連携強化」
「在宅医療の充実」「予
防医療の充実」を事業計
画に掲げ、保健師として
患者の入退院支援、医
療連携室の訪問看護師
と共同での施設看取り調
査、医療介護連携研修
会や市民公開講座の企画実施などに取り組んでいることが紹介されました。
　最後に病院でも「現状や調査結果を対話を通して見える化し、企画の段階
からみんなで対策を考え、一緒に取り組んでいくことが重要である。そのために
は、住民や専門職等と良い関係を築き、共に成長し、推進していくことが必要
であり、合意形成、協働が原動力だ」と締めくくられました。長年の活動で、培っ
てきたパワーを感じました。

　助産師職能委員会では、平成24年度より助産基礎教育からの継続
教育を行い、臨床助産能力を高め助産師の人材育成を行う目的で、新
人助産師研修を開催しています。令和2年度は新型コロナウイルス感
染症蔓延により研修を中止しましたが、令和3年度は試行錯誤して、す
べての研修をリアルタイム型オンライン研修に変更して、10回目の開催
ができました。
　この研修は新人助産師として必要な専門知識・技術の習得を高
め、他施設の助産師と交流を図り、助産師としてのモチベーションを高
めることを目標としています。助産師経験3年目以下の新人助産師を
対象に、3日間で57名が受講しました。
　令和4年度は経験豊富な助産師が講師となり、実際に手を添え分娩
介助の経験ができる集合研修を含む形式での開催を予定しています。

〈研修終了時アンケート〉

新人助産師研修

●助産師を続ける上では学習が必要だと思った　●改めて助産師という仕事のやりがいや素晴らしさを感じた
●悩みなどを共有することができた　●スキルアップへのモチベーションとなった

助産師職能委員会

開 催 日（令和3年度）

①CTG　②母体合併妊娠　③産科出血

①周産期のメンタルヘルスケア　②正常分娩の助産診断　③分娩介助の実際（演習）

①助産の起源　②助産倫理・哲学　

研修内容

【1日目】

【2日目】

【3日目】

7月24日（土）

8月7日（土）

8月22日（日）

〇母子保健について、事例をあげながら説明してくださり、子育て世代包括支援センターにおける妊娠期から子育て期までの切れ目の
　ない支援、支援の方法、どんな視点をもって対象者をみているのか、保健師の役割についての説明がとても理解しやすかった。
〇保健師という役割が持つ力、個から集団へ働きかける力の底知れないパワーを感じた。地域で暮らす人 と々一緒に地域を良くしていく、
　そのためには現状と課題を見える化し、住民参加型の仕組みを作っていく。また、それが継続、発展していくよう声掛けや助言を行って
　いくなど保健師は地域を変えていく力をもっていることを再認識できた。
〇どのように住民に関わりながら地域づくりを行っているのかわかりやすく、個への支援から地域支援へとつなげていることが理解できた。
〇どう住民や多職種にアプローチするかなどがイメージしやすく、目的を明確にし、全体で共通認識とすることの大切さや、多職種・住民を
　巻き込んだ取り組みの重要性を実感することができた。
〇保健師は住民の方々の希望や望み、様々な思いを見聞きしている職種であるということがとても印象的だった。
〇看護職としての心持や多職種との連携について学ぶことができた。

期待した内容だった
だいたい期待した内容だった

67％
33％

非常に満足した
満足した やや満足

47％
49％

4％

〈 アンケートの意見 〉

受講生の声

「地域住民や多職種との連携による地域包括ケアシステムの構築」講演Ⅱ

地域包括ケアシステムの構築に対する保健師に期待される役割講演Ⅲ

研修の内容について 研修の満足度

はじめに
助産師職能委員会では、1.安全安心な出産環境のための人材育成と体制整備の推進 2.子育て世代包括システムにおける看護機能の強化
に関する意見集約と課題発見の2項目を令和3年度の目標として研修会・交流会を計画しました。研修を企画した際、一部は集合教育で実施
する計画にしていましたが、新型コロナウイルス感染症の蔓延のためにすべて研修をオンライン研修として開催しました。新型コロナウイルス感
染症が拡大する中で妊産婦の感染も増加傾向です。妊娠期から育児環境まで切れ目のない支援を実施することがより必要とされています。多
職種と協働しながら連携を深めていきたいと思います。

委員長　石田 麗子

田川市立病院医療支援センター 副センター長 山口 のり子先生講 師

福岡県立大学 教授 尾形 由起子先生講 師
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令和3年度 助産師職能委員会
【委 員 長】
【副委員長】
【委　　員】

石田麗子（田中産婦人科クリニック）
金子仁美（聖マリア病院）
飯島紀子（飯塚病院）、姫野たまみ（福岡市東区保健福祉センター）、
藤木久美子（国際医療福祉大学大学院）、
坪根友子（福岡市立こども病院）、山下瑞木（福岡徳洲会病院）、
下川友紀（公立八女総合病院）、川畑あゆみ（産業医科大学病院）

〈研修終了時アンケート結果〉

個々の助産師がクリニカルラダーをステップアップし、助産専門職としての役割を社会に発信できる人材を育成するために、院内助産スキル
アップ研修（全３日間）を企画しました。今年度は、リアルタイム型オンラインでの開催となり、18名の方が受講しました。

院内スキルアップ研修

　私たち助産師には、すべての妊産婦に“助産師によるケア”を届けることが期待されています。しかし現在、産科関連病棟の混合化に加え、新型コロ
ナウイルス感染症流行の影響により、妊産婦は妊娠期から子育て期にかけて、様 な々不安や負担を抱え孤立化しています。
　現在のコロナ禍での状態、また少子化・ハイリスク妊産婦が増加している中での母子支援のためには、妊娠期から産褥期、地域に戻ってまでの支援
として、地域連携を行う中で妊娠期を過ごしていただき、分娩取り扱い施設で出産をし、産後ケアが必要な褥婦は安心して産後ケアを受けることができ
る。そのような体制を構築していく必要があります。
　日本看護協会では、①院内助産・助産師外来②産科関連病棟におけるユニットマネジメント③医療機関における産後ケア事業④地域連携の4つ
の機能を持つ「母子のための地域包括ケア病棟」の推進を行っています。開設を促進するために、2021年11月に『「母子のための地域包括ケア病
棟」推進に向けた手引き』の作成と配布が行われました。分娩取扱機関が「母子のための地域包括ケア病棟」の開設・運営に向けて、助産師等の看
護職の力を発揮し、地域や医療機関の実情に応じた妊産婦への支援体制を整えるための手引きです。日本看護協会公式ホームページ、キャリナース
にも掲載されています。
　現在のところ九州・沖縄地区において「母子のための地域包括ケア病棟」は開設されていません。開設が進まない理由の中に、助産師の実践能力
不足感が挙げられています。まずは、助産師一人ひとりが「母子のための地域包括ケア病棟」開設の意味を理解していくことが必要だと考えます。そこで
『「母子のための地域包括ケア病棟」推進に向けた手引き』を手に取り、閲覧
してほしいと思います。この情報提供が、助産師として母子のために何ができる
のかを考える機会にしていただけると幸いです。

●世の中で助産師として何を求められているのか、助産実践能力強化の必要性などを再学習したので、
　基軸がしっかりしたように思えた
●産科医が減少していく今、専門知識をもつ助産師の役割は大きいと感じました。生涯学び続け、
　妊産婦や赤ちゃんが安心して出産や成長していけるよう質の高いケアを提供していかなければいけないと感じた
●助産師に求められる基本は変わらないが、求められている事一つに特化して役割を担っていくことで
　助産師の技の質の向上にもつながっていくことや現代社会での求められること、役割についても再認識する機会となった

5月16日（日）

5月30日（日）

6月12日（土）

【1日目】

【2日目】

【3日目】 

新型コロナウイルス　妊産婦SOS　―新型コロナウイルス感染拡大予防下における妊産婦の支援―

助産師出向システムの実際 in福岡　出向元医療機関の立場から／出向先医療機関の立場から

不妊・不育の悩みをもつ女性への支援

乳腺炎と乳房ケア

助産師のキャリア開発／助産師のコア・コンピテンシー

研修内容開 催 日（令和3年度）

　産科管理者交流会は、管理実践能力を高めることにより、人材育成や助産能力の維持・向上を図ること、また、情報交換・情報共
有を行うことで周産期のネットワークを構築することを目的としています。今年度は、地域における危機管理体制の強化、助産師を取
り巻く状況や求められる課題について共有し、助産師の発展に向けた活動について考えることにより、交流を深めました。

産科管理者交流会

災害時に職員を守るマネジメント～コロナ禍を通して～

　参加者は総合病院から8名、クリニックから３名の計11名であり、職位は師長6名（54.5％）、副師
長1名（9.1％）、主任3名（27.3％）、看護部長1名（9.1％）でした。
　参加者の声として、「コロナ禍で各施設での対応を知ることができた」「コロナ禍等の危機的状況
下においては、管理者視点だけでなく、実務に携わるスタッフが中心となって業務基準・手順を検討
する必要があると感じた」「他の病院の情報が得られた」「顔が見える関係づくりができた」「各施設の
現状・取り組みについて知ることができた」「看護協会や県、国の動向について知ることができた」「管
理者間でなければ聞けないこともあるので、有意義であった」などが挙げられた一方、「もう少し人数が
いたら良かった」「交流会の時間が短かった」などの意見が寄せられました。
　今後の課題として、助産師出向システムの活性化、対人関係の調整・人材育成、特定妊婦支援に
おける地域連携の必要性が挙げられました。このことから、令和4年度は「困難を抱える母子とその家族
のための地域包括ケア」をテーマにシンポジウムを開催する予定です。
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61％33％
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受講生の声

①第62回日本母性衛生学会総会・学術集会　オンライン開催　令和3年10月15日・16日
　第1回WHC～不妊治療とその後の妊産婦ケアの実践～実践報告
②第29回福岡母性衛生学会　オンライン開催　令和3年7月4日
　分娩取扱施設における母子支援の連携と協働に関する実態調査-福岡県の現状と課題-発表

学会

満足度 役立ち度

「母子のための
地域包括ケア病棟」
推進に向けた手引き

院内助産・
助産師外来
ガイドライン

11名受講者オンライン開催方法

田中産婦人科クリニック 石田 麗子担 当 令和3年9月26日（日）13:00～16:00日 程
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